
3 Tamura 2Tamura October.20193

平成30年度

歳 入 359億4,534万円

決算を報告します

※行政サービス経費・市税負担の算出は… 
各決算額÷人口および世帯数

人口…36,792人   世帯…12,630世帯
（平成 31 年 3 月 31 日現在）

一人あたり
10万3,289円
一世帯あたり
30万888円

市民一人あたり・
一世帯あたりの

市税負担

市民一人あたり・
一世帯あたりの
行政サービス経費

一人あたり
94万966円
一世帯あたり
274万1,093円

　平成 30 年度決算の詳細、令和元
年度予算上半期執行状況、財政健全
化判断比率については、市ホーム
ページをご覧いただくか、総務部 
財政課までお問い合わせください。

田村市　財政公表 検索

●総務部 財政課
　(81-2118

選択と集中
Selection Integration

総務費
職員研修事業 1,070 万円
防犯対策事業 6,378 万円
戸籍住民基本台帳業務 1億 8,375 万円

	 	 	
民生費
障害者福祉事業 10億 1,624 万円
保育所、児童館運営費 5億 858万円
生活保護費 2億 4,270 万円

	 	 	
衛生費
健康診査、予防接種等 2億 218万円
ごみ処理費用 9億 826万円
除染対策事業 40億 2,826 万円

	 	 	
農林水産業費
水田、園芸振興事業 4,457 万円
畜産振興事業 28億 360万円
有害狩猟鳥獣捕獲事業 4,099 万円

	 	 	
商工費
プレミアム商品券発行事業 1億 2,955 万円
産業団地整備事業 8億 5,382 万円
観光イベント開催費 3,708 万円

	 	 	
土木費
道路新設改良事業 9億 937万円
公園管理費 4,174 万円
市営住宅管理費 1億 4,795 万円

	 	 	
消防費
消防団運営費 6,402 万円
防災行政無線管理費 949万円
広域消防組合負担金 7億 3,727 万円

	 	 	
教育費
スクールバス運行費 1億 7,481 万円
外国語指導助手派遣費用 4,555 万円
体育施設費 2億 8,449 万円
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その他

諸支出金

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

衛生費

民生費

総務費

議会費

議会費
1億9,867万円 総務費

22億435万円

民生費
51億3,835万円

衛生費
55億9,680万円

農林水産業費
52億5,270万円商工費

13億9,076万円

土木費
22億1,507万円

消防費
10億2,504万円

公債費
29億4,469万円

諸支出金
66億7,681万円

その他
2,067万円

教育費
19億5,610万円

依存財源その他

市債

県支出金

国庫支出金

地方交付税

地方消費税交付金

地方譲与税

自主財源その他

諸収入

繰入金

使用料及び手数料

市税

依存

自主

市税
38億21万円 使用料・手数料

2億8,901万円
繰入金
２3億6,871万円

諸収入
4億2,909万円

その他
18億2,305万円

地方譲与税
2億4,941万円

地方消費税交付金
6億9,070万円

地方交付税
94億1,133万円

国庫支出金
72億1,868万円

県支出金
84億7,117万円

市債
10億9,820万円

その他
9,578万円

自主財源
24.2%
87億1,007万円

依存財源
75.8%
272億3,527万円
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歳 出 346億2,001万円

平成30年度の主な事業

　人口減少や少子化対策として、「産業振興」「定住・
雇用」「子育て・少子化」の 3つの戦略に基づき、Ｕター
ンによる定住や子育て世代の転入、チャレンジハウス
の利用などを進めました。今後も、田村市の魅力をＰ
Ｒして、未来の見えるまちづくりを進めます。

地域創生総合戦略事業
2,425万円

　大越町牧野地区に整備を進め、平成 31年 3月に開
通しました。田村市産業団地やあぶくま洞へのアクセ
スが良くなるなど、地域産業の活性化が期待されます。

スマートインター整備事業
2億5,557万円

　東京オリンピック競技大会のネパール陸上競技のホ
ストタウンとして、合宿の受入れや小中学校での交流
事業を行いました。今年度はパラリンピック陸上競技
の受入れも始め、ネパール文化や歴史の学習などを通
して、交流を深めます。

東京オリンピック交流事業
931万円
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